ネットワーク・マネジメント論と集積地域企業の経営革新 : 「地域企業情報ネットワークシステム」のあり方について by 蛯名, 保彦
Ⅰ.ネットワーク･マネジメント論と集積地域企業の経営革新
- ｢地域企業情報ネットワ-クシステム上めあり方について一





















































開発テーマ及び開発製品群 使用される製品及び装置 コーディネート企業アテクノロジー 提 案 型 工 程 分 業 の 相 手 先ーA工程 B工程C工程 D工程 E工程 F工程G工程H工程 l工 J工程 K工程 L工程M工程＼工甲0工程 P工程 Q工程 R工程S工程
金属 樹脂 射出 板金 金属 鋲金 塗装 プリ 電子 勲処 印刷 溶接 電線 特殊 ダイ 組立 試験 部分 彫刻
横桟加工 機械加工 成型 加工 プレス 加工 ント基板 部品 理 材料 カスト ･配線 評価認定 的設計 シルク印刷
フロープ オシロスコープ 特殊高周波同軸ケーブル及びCR素子の開発技術 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ･○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
高周波同軸コネクタ 通信機器､電子計測器､放送機器 高周波信号接続技術 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○
棚 由ケーブルアツセンリ 通信機器､電子計測器､放送機慕 高周波信号接続技術 ○ ○ ○ ○ ○
高周波システム機器 (分配機等) 高周波信号用機器及び周辺機器 電子制御技術､伝送技術､高周波信号処理■ ○ ○ ○ ○ O (⊃ ○ ○ ○.○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ P











































































































































































































































化されたアジア'との "互換性"にも通じる[初岡晶一郎 ｢『ソーシャル ･アジア』と社会
的コモンスペースを求めて-統合的地域協力のための基礎的諸条件とは何か-｣(初岡章一





































































生産 ･販売という技術革新プロセスが ｢単線型技術革新 (TheLinearmodelofinnovation)｣
































1.3.円 1.34 1.77 2.44 1.15 1.6･-/,..,' 盟 ｢｢
(注)営業利益(金融機関は経常利益)ベー ス/年間､物流.小売りは95年､自動車.エレ
クトロニクスは96年､.金融.ヘルスケアは97年の数字























































































の流れが一つの "SupplyChain"の下で効果的にコーディネー トされ､その結果 "SupplyChain'
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PO S :Poin tOf Sales





製品名 LOg批yPlannhgSolutiOns Rhythm M川l ParagOnApplicatiOns Manugistics5
販売会社 アイエム電子 i2テクノロジー ズ.ジャパン 東燃システムプラザ パラゴン.ジャパン マニユジスティクス.ジャパン
開発会社 米ロジリティ 米i2テクノロジー ズ米チエサピー ク.デシジョン.サイエンシー? 米パラゴン.マネジメント.システムズ 米マニユジステイクス
主な機能 需要予測､在庫計画､需要計画､製造計画､サ 需要予測､.最適化(生 最適な土場配分▲納期 需要予測､供給計画､製造補充計圃 プライチェー ン計画､ 産物流計画)､納期回 回答､工場内の投入計 日程計臥 サプライチエ物流 輸送 エ 答､スケジュー リング 画､シー ケンシング -ンナビゲ-タと呼ぶ最
場の詳細計画､拠点戦略解析など (製造日程計画) 連な製品供給ネットワー クを提供する機能
ノ稼働環境 サー バTはUNIX､佃in-サー バ.-はUNIX､LWin-･AlXtHp-UX､Solaris､サー バー ､クライアンサー バー はHP-UXとアントはuNlX､_耶ndyr主ライアントはwi_ndwsNT､(スタンドアロン環境).DigitaIUNJX､AIX､クライアントはWindo-
NT､Windyr*5､同3.1｡スタンドアロンでも稼働○WindYrs95､同3.1.モジュールごとに制限あり○ WindowsNT wsとwindoyrs950 ､










































たいわゆる ｢EC市場｣全体 (同2兆5,999億円)の圧倒的部分を占めるに至っている (郵政省 『通信白rV
書』p.13-20より)｡これに対してアメリカの場合も､｢EC市場｣規模は1998年で149億 ドル (日本経済

























































- 6 2 -
電算機による分散型情報処理システムの特性としては､(j)ユーザー志向が容易に組み込まれること､(ロ)
修正 ･変更 ･改善などに関して時間と費用が節約できること､再内部情報処理の維持 ･確保が分散可能
になること､国管理 ･'安全性､正確性､.信頼性､効率性そして有用性が容易に確保できること-などが
挙げられるが､実はこうした特性は単に技術的な側面ばかりではなく､経営面でも大いに活用されうる





























































































































































































































































(注3)Ⅰ.Tselichev教授はそれを ｢Ⅰnnovation-DisseminatingNetworks｣ と定義 している (Ⅰ.
Tselichev"Ibid'p.159-162参照)0








































































言う (図表 1-3-(1)の右図参照)｡ただしこうした ｢分散処理｣方式が実現 したのは､
PC間でのデータや図形交換を可能にする ｢標準化｣ソフトすなわち後述するEDIやCALSの






































ビット (01信号)の羅 ビット (01信号)を任 物理的な情報伝達媒体｡
列を映像､音声､文字な 意の地点間に流れるよう ケーブル､電波など｡ 各
ど人間に識別可能で操作 に制御する機能｡交換機 家庭や事務所とネットワ


























(*1)宮沢健一氏は､｢ネットワーク経済性｣を ｢規模の経済性｣に対比して ｢連結の経済性｣ と






























































































































































































ACT-の四つからなる)の一環をなすEDIのグローバル ･スタンダードのことである (詳 し


























































しくは拙稿 ｢県央地場 ･地域産業活性化のための課題一情報化時代における 『革新的企業』群
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るが､これら ｢CALS環境｣のうち ｢最適な業務プロセス｣は単に ｢環境｣であるだけでは












CALSは ｢業務プロセスの最適化｣を目指 したものであるということはすでに述べたが､ さ
らにそこには重要な問題が伏在 していることを指摘 しなければならない｡それは､抑 ｢最適







































































































図表 1-7 開発 ･イノベーションにおける並行性と連銭性


































































































































































































ンツが必要であり､そうしたコンテンツを創造するためには､必要な情報を収集 ･政策 ･管理 ･提供を
総合的にマネージする/rコンテンツ･マスター｣の育成と供給が求められる (注16)0























































































































































































































































































































































































(注44)物流システムの高度化 ･効率化という方向は政府の ｢総合物流施策大綱｣(1997年 4月4日間
議決定)によって打ち出されたものである (詳 しくは､運輸省 『運輸白書』[1997年度版 ]
p.95-105参照のこと)｡













ー 10 3 - ､
















































































最も将来性に富んでおり､回次いで医療 ･福祉関連分野､情報 ･通信関連分野､国際･流通 ･物流関連
分野が有望だ-とみなされている (図表3-1-(1)参照)0
ではこうした新しい産業構造形成に向けての集積地域企業の転換努力はどのように行われているのか｡
図表3-1 新潟県における新しい産業構造 ･産業組織 ･企業間ネットワーク
(1)本県産業の新規 ･成長市場分野への展開可能性の評価
産 業 集 積 将来の市場規 模 県内企業.の取組 .関心 インフラ､支援機関等 総 合､評 価
住 宅.関 連 分 野 ◎○ ○ ◎ ○. ◎
医療 .福 祉 関 連 分 野 ○ .○ ○ ○
生 活 文 化 関 連 分 野都 市 環 境 整 備環境 .エネルギー関連分 ○ ◎- ◎ ◎
情報 .通 信 関-連 分 ◎ ○ ○国際.流 .物流関連分人-材ビジネス支援関新 製造 技 術 ◎
Jiぐ

















主力分野 ･基礎素材型産業のウエイトの低下 - ･業種間の融業化による社会ニーズに
･繊維､金属製品等の産地型集積の維 対応した分野 (異業種間､製造技術
持･電子関連工業の拡大 とソフト技術の融合など)

























新 分 野 進 出 ､ 新 商 品 開 発 の 動 き
A社 (プレス加工) 大手企翼との提携により､清涼飲料水などの缶つぶき機の製造に着手. .
B社 (金属琴品製造) 個人向けデンアノレツ-ル (歯石と-り､歯石 ミラ-など)の製造に着手o
C社 (金属褒品製造) 栗皮剥き機 ｢栗くり二坊主十の商品性向上に注力o同製品は､通産省から賞を.
受賞o
D社 (傘属製品製造) _雨中でも火がつけらTLる墓用ロ｢-ソク立ての製造に着手o



























































釈渇県 開 業 率 ' 3.0% 3.1%廃 3 49


















































































































































































































商 店 .数 年 .間 販 売 額
平 成 3年 平 成 6.年. 伸び率H6/H3 平 成 3年構成比 平 成 6年構成比 伸び率H6/H3構成比 構成比
合 計 37,207 100.0 34,814 100.0 △6.4 25,333 100.0 27,413 100.0 8.2
1-4人 30,208 81.2 27,447 78.8 △9.1 8.042 -31.7 7,655 27.9 △4.8





商 店 数 年 間 販 売 額 売 場 面 積
伸 び 率H6/H3 伸 び 率H6/.H3 伸 び 率H6/･H3
小 売 ■業 合 計 34,814 △5.9 2,741,322 9.1 2,755,618 13.2
百 貨 店 12 33.3 115,309 37.9 102,157 2.1
そ の他の総合スーパー ll 120.0 1,333 △16.0 1,387 △6.8
専 門 ~ス..- .}ヾ-- 256 37.6 224,831 32.7 298,610 57.5
衣 料 品_ス - ペ - 23ー 475.0 5,729 3.1ー3.7 19,346 364.6
食 料 吊 ス -.パ ー 146 15.0 160,235 22.5 144,334 26.1
ヲ､ンどこエンス.ストア. 950 18.8 135,594 2415 121,104 13.3
そ の 他 の ス ー パ ー 1,801 白1.6 257,028 23.4 292,457 17.4
専 門 店 19,399 △9.2 1,110,022 △2.4 1,036,112 14.4





























:.1.~～.-2,人 3-4^ -5-ん9人 10～19人 20-29人 30⊥49人 50～99人 100人以上 全 体
新 潟 県 顧和60年 ▲串.4 40.6JpA5.1 ▲3.5 ▲-3.2 0.4 ▲14｣9 ▲16.0 -▲3.3
_t63年 ･6.i 10.6 ､7.6 6.8 ･3.8 0.7 13.7 ▲■9,5 7.5
乎成3年 ▲0.1 4.4 5.2 ･9.9 -1.6 10.7 12.8 52.6 14.7
注 :平成3年の値は日本標準産業分類改訂後の値




























各種商品 72.5 33.3 32.7
繊維品 65.1 55.3 60.6
衣服 .身の回り品 42.d 40.6 41.6
食料 .飲料 319.1 41.6 36.4
化学製品 32.8 30.6 36.5
鉱物 .金属材料 47~.1 43.6 37.1
家具 .建具 .什器 32.7 37.4 44.8
その他 33.5 40.2 33.6
全r 体 4台.4 38.8 33.■5
症 :1.W-W比率とは､卸業者の販売総額に占める卸業者への販売比率のことである｡
2.平成6年は ｢にがた県の商業｣から｡


































































ける ｢情報化の推進｣を計るとともに､[ロ]それらをさらにオンラインシステムの構築を通 じて ｢輸
送情報のネットワーク化｣に発展させる-としている (図表3-7参照)0



































































-今回 (平成10年)調査 前軒 _(平取8_年).調査
構築済み 構築予定 構築済 ･_.嘩襲予定
受ー .■発注管理 24,6% 14.7% 3串.蛸 9.毎
財務p一.L給与 .■人事管理 4.2% 3.7% 5.2% 0.殖
売上 .販売管理 19.2% 5.8% 13.0% 中頭
品質 上在庫管理 ~4.7% ､ _3.9% 7.6% 3.8bi
配送 .物流管理 4.7% 4.5宛 7.6% 3~.8%
顧客 .取引先情報管理 6.0% 8.4% 6.5% 4.6%
市場調査 .動向 ~2.4% 9.9野 2.4% 4.1%
生産 .工程管理 3.1% 3.7% a.5% 3.0%
(2)企業間ネットワークを利用している業務 (規模別)(複数回答)
構 築 済 み 構 ..築 予 .定 _.
_大 企 業 ､ 中小企業 . 大 企 業 中小企業 ∴
受 .発注管理 :23.7% 24.8% _13.2% - -15.0% ∴
財務 .二給与 .人事管理 ･6.6野 3.6% 1.3% . 4.2%
売上 .販売管理 19.7% 7.8%_ 1.3% 6.9%
品質 .在庫管理 6.6% 4.2% -I.3% 4.6%
仕入管理 7.9%` ･5.6% 2.6%_. 6.5%
配送.物流管理 _ 6T6% ･4.2% 1.3% 5.2%′-
顧客 .取引先情報管理 7.9%__ 5.6% 1.3% 10.1%
市場調査 丁動向 3.9% 2.0%` ･1.3% 12.1%
生産 .工程管理 1.3% 3.6% _ー_ 0.0% .4.6%
- 1 2 4 -
(3)企業間ネットワークを利用している業務 (業種別)(複数回答)
企業間ネI;トワーク構 築 済 製造業 建設業 -卸罪業 小売業 サービス業 その他
受 .発注管理 28.5% 6.7% 3.早.8% 22.7% 9.5% 7.1%
財務 .給与 .人事管理 5.3% 3.3% 1.1% 4.5% 7.1% 7.1%
売上 .販売管理 ll.9% 0.0% 16.1% 9.1% 9.5% 0.0野
品質 .在庫管理 6.6% 1.7% _4.3% 4.5% 2.4% 7.1% .
仕入管理 4.6% 3.3% 8.6% 9.1% 9.5% 0.0%
配送 .物流管理 6.0% 1.7% 5.4% 0.0% 4.8% 7.1%
顧客 .取引先情報管理 5.3% 0.0% 8.6% 9.1% 4.8% 21.4%
市場調査 .動向 3.3% 3.3% 1.1% 0.0% 0`.0% 7.1%
企業間ネットワーク構 築 予 定 製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス業 その他
財務 .給与 .人事管理 3.3% 6.7% 3.2% 4▲5% 0.0% 7.1%
売上 .販売管理 7.3% 10.0% 2.2% 9.1% 0.0% 7.1%
品質 .在庫管理 4.6% 5.0% 4.3% 4.5% 0.0% 0.0%
仕入管理 5.3% .10.0%_ 6.5%. 9.1% 0.0% 0.0%
配送 .物流管理 5.3% 8.3% 2.2% 0.0% 2.4% 7.1%
顧客 .取引先情報管理 12.6% 15.0% 2.2% 4.5% 0.0% 7.1%
市場調査 .動向 ll.3% 16.7% 2.2% 9.1'% 9.5% 21.4%























製造業 建設業 卸売業 小売業 サービス等 その他
親会社 27.p2% ･8.3% 17.2% 22.7% 14.3% 35.7%
販売先 28.5% 1.7% 34.4% 4.5% ll.9% 21.4%
仕入先 7.9% 5.0% 31.2% 27.3% 14.3% 7.1%
倉庫業者.運送業者 4.6% 0.0% 1.1% 0.0% 0.0% 7.1%
同業者.同業組合 3.~3% 1.7% 3.2% 4.5% 4.8% 14.3%
金融機関 17.9% 8.3% 15.1% 18.2% 16.7% 14.3%
各種デー二タベ｢ス. 3.-3% ･0.0% 4.3% 4.5% 9.5% 14.3%
プロバイダ 13.2% 8.3% ll.8% 0.0% 19.0% 21.4%
その他 1.3% 1.7% 2.2% 4.5% 2.4% 7.1%







② ｢三条 ･燕地域 リサーチコア｣の試みと課題
その点で､三条 ･燕地域 リサーチコアが開発 ･整備しようとしている地域情報ネットワークシステム
が注目される｡そのネットワークシステムとは､同地域が国際的な金属加工技術集積地域であるという























一つは ｢大企業中心型｣であり､もう一つは ｢中小企業中心型｣である｡ 前者はさらにこっの










































































































































































































(5) まず ｢オープン化｣は､｢ネットワーク･マネジメント｣を ｢オープン･ネットワーク･マネジ
メント｣へと転化させつつあるb｢オープン化｣の下での企業経営すなわち ｢標準インターフェ⊥ス｣
を伴う ｢ネットワーク･マネジメント｣は､商品 ･ロジスティック･経営資源という企業経営にとって







































ク･プtロセスの統合 ･融合においては､ネットワーク型産業が果たす戦略的役割が重要である｡ そうし し















































































による ｢地域企業情報ネットワークシステム (LBINS)｣の開発 ･整備は ｢グローバル ･ネットワーク｣
による取引関係垂直化に対して ｢ローカル･ネットワーク｣を通じてその水平化を計るとともに集積地
域の広域化 ･高度化とも達成するために､｢グローバル･ネットワーク｣ ･｢ローカル･ネットワーク｣
双方を包含した ｢重層的ネットワーク｣を積極的に形成するという課題に応えることが必要とされてい
るのである｡
(18) 集積地域企業における経営革新論としての ｢ネット･T7-ク･マネジメント｣論は集積地域企業おフ
よび集積地域の実態研究や事例研究によってその有効性が実証されなければならないが､新潟県産業集
積地域におけるケ:ス研究はそうした試みの一環としてとりあえづ行われたものであり､従って､同県
における企業情報システム･ネットワークのあり方自体を明らかにするためには､今後さらに本格的な
研究が必要とされるということを付言しておく｡
- 136-
